
2040 年の未来へ繋ぐ持続可能な地域・学校の在り方とは

～地方創生の鍵を握る高校魅力化の挑戦から考える～

一般財団法人地域・教育魅力化プラットフォーム

岩本悠



● 一般財団法人 地域・教育魅力化プラットフォーム 代表理事

● 東京生まれ。学生時代、一年間アジア-アフリカ20ヵ国の地域開発の現場を巡り、
『流学日記』を出版。その印税等でアフガニスタンに学校を建設

● 幼稚園・小学校・中学校・高校の教員免許を取得し、卒業後はソニー（株）で人
材育成･組織開発･ 社会貢献事業に従事

● 2006年海士町へ移住し、隠岐島前高校の魅力化に取り組む
● 2015年から島根県教育庁で教育開発による人づくりに従事
● 2016年に特別ソーシャルイノベーター最優秀賞（日本財団）受賞
● 2017年地域・教育魅力化プラットフォームを設立
● 内閣府 総合科学技術イノベーション会議、経済産業省 産業構造審議会等の委
員等を経験

● 総務省 地域力創造アドバイザー
● 第13期中央教育審議会 委員

＜近著＞
『未来を変えた島の学校』（岩波書店）
『地域協働による高校魅力化ガイド -社会に開かれた学校をつくる』（岩波書店）

岩本 悠 (いわもと ゆう)

自己紹介
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持続可能な地域・学校を目指す島前高校魅力化の挑戦

存続の危機にあった公立高校が、コーディネーターの配置及び地域留学などにより、質の高い教育及び全国からの若者に
選ばれる魅力ある高校づくり・地域づくりにつながった。

3)持続可能性の向上
【効果】

1)人の流れの反転

・生徒数 89名 184名（2008年→2017

年）県外からの志願倍率 約２倍へ

・地元中学からの進学率

47％→89％ (2007年～2015年）

・地域の消費額3億円程度増加（2017年）

自治体歳入1.5億円程度増加（2017年）

・人口の社会増減

－107人 → ＋53人
1996年～2005年→2006年～2015年）

【効果】

2)次代の担い手の輩出

・資質能力の向上
※参考 国公立大学合格者1名→9名 (2007年～2017年）

・卒業後のUターン率

15.2％ → 24.9％
（2004～2008年→2011～2015年）

【効果】

（出典）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社「島根県の高校魅力化の社会・経済効果の分析 - 合成コントロール法を用いた地域政策の定量分析 - 」（2019年11月22日） 3



②データを基に生徒や関係者との対話を通した
学校・地域がWIN-WINとなるグランドデザインの共創

①コーディネーターを校内に配置し、高校と地域
（地元自治体、卒業生会、中学校、民間団体等）との

協働体制の構築

【変化の要諦（Theory of change）】 高校魅力化の推進要因分析１
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観光
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財
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地
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「教
材
」

行政・政治
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【変化の要諦（Theory of change）】 高校魅力化の推進要因分析２

③外部（地域）資源を活かした探究的な教育環境の
構築 ※地域学校協働型寺子屋、地域連携型カリキュラム等

文化・
暮らし

④地域留学による異質性・多様性の受け入れと
学校外・地域外への越境機会（越境的な学び）の創出
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「あそこだから問題」「あの人だから問題」を越える挑戦

県・市町村、高校生、卒業生、教職員、大学・民間等での協働
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・課題解決型学習の全校推進

・全県立高校で地域との協働コンソーシアム

・コーディネーター育成・配置・活用

・しまね留学の拡充・推進

・県教委における各校の伴走支援

・学びの成果,学校評価の改革 etc.

今後10年間の再編成計画
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【事例】 島根県における高校魅力化の取組

○ 全県立高校生徒の変化（高校魅力化評価システムより）

項 目 R元 R2 R3 R4 R5 R5-R元

興味を持ったことに対し橋渡しをしてくれる大人がいる 69.2％ 72.8％ 75.7％ 76.0％ 81.4％ ＋12.2Ｐ

地域文化や暮らしを自らの手で未来に伝えたい 53.7% 56.2% 57.0% 57.8% 59.7% ＋6.0Ｐ

将来、自分の住んでいる地域のために役に立ちたい 69.9％ 69.4％ 70.9％ 72.1％ 73.2％ ＋3.3Ｐ
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意志ある若者にあふれる持続可能な地域・社会をつくる

評議員

鈴木 寛 （元文部科学大臣補佐官） 太田 直樹（元総務大臣補佐官） 大江 和彦（海士町長） 船橋 力（トビタテ！留学JAPAN元PD）

ビジョン

意志ある若者が育つ魅力ある教育環境を実現し、新たな人の流れを生む かけがえのない一助となる

ミッション

代表理事 岩本 悠
・島根県教育魅力化特命官

・文部科学省中央教育審議会初等中等教育分科会

高等学校教育の在り方ワーキンググループ委員

専務理事 尾田 洋平
島根県浜田市出身、浜田高校科卒業

東京の企業で7年間働いたのち、島根にUターン

元（株）リクルートライフスタイル

 旅行領域中国エリアマネジャー

理事・会長 水谷 智之
・社会大学院大学「至善館」理事兼特任教授

・（株）デジタルホールディング社外取締役

・（株）リクルートキャリア初代代表取締役

理事 今村 久美
・認定NPO法人カタリバ代表理事

・（公財）ハタチ基金代表理事

・文部科学省中央教育審議会委員

理事 高槻大輔
・ソーシャル・インベストメント・

パートナーズ（SIP）代表理事

理事 大野 佳祐
・隠岐島前高校学校経営補佐官

・（一財）島前ふるさと魅力化財団理事

・AMAホールディングス（株）代表取締役

ソーシャルイノベーター最優秀賞受賞・（一財) 地域・教育魅力化プラットフォームの設立
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【参考】少子化が加速する地域の課題構造と魅力ある高校づくりを通して目指す好循環

〇 少子化・人口減少社会を切り拓き、持続可能な高校・地域づくりを実現するためには、地方に広がる地域・高校の衰
退・消滅の悪循環を、地域・高校の魅力化の好循環への転換が必要。

〇 よりよい高校・教育づくりを通して、よりよい地域・社会をつくるという理念を高校と地域・社会とで共有し、連携・協働に
より実現を目指す魅力ある高校づくり・人づくり・地域づくりが重要。

若者流出
減少

地域教育資源
学級・教員減

生徒減
(→学校統廃合)

子ども・若者の

意欲・能力
誇り・肯定感

減

高校
魅力減

少子化
加速

家族流出

地方に広がる悪循環 人づくり・人材の流れづくりの好循環

UIターン・
関係人口・
出生率増

地域教育
資源・人材増

地域留学
生徒増

子ども・若者の

意欲・能力
誇り・肯定感
醸成

高校
魅力化

地域
活力増

教育移住
家族定住
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生徒
（資質・能力育成）

社会

学校
（例：県立高校）

地域

内者 外者

（活用・挑戦・課題解決）

（同質・地者・ローカル） （異質・よそ者・グローバル）

（例：行政,塾,大学,NPO,民間etc）

地域との協働による
魅力ある高校づくりの要諦
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既存の要素の
新たな組合せ

イノベーションとは

新たな組合せ（新結合・連携協働）を
つくれるコーディネート人財・体制が鍵
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地域×教育
コーディネート

地域 × 学校
社会 × 教育

オトナ × 子ども
課題解決 × 学習成長

地域づくり × 人づくり__ 
地方創生 × 学校魅力化

…
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【参考】令和4年4月施行「新しい時代の高等学校教育の実現に向けた制度改正について」
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【参考】協働体制の有無と高校生の学習環境との関係
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▼コンソーシアム構築有無（2020）と学習環境（2020-2021変化）

〇 高校と地域の協働体制（コンソーシアム）を構築している高校は、ない高校と比べ学習環境や生徒の伸びが大きい。

2022年「三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社との共同調査結果」より



協議体制
口だけ・言うだけ
手足動かさない
汗かかない
金出さない
会議だけ参加

協働体制
共有目標・計画
協働事業・活動
予算・資源共有
意志決定・評価
ＰＤＣＡ・参画

個人 対 個人
属人的
一時的
単発的

教育活動向き

組織 対 組織
組織的
持続的
計画的

教育課程向き

【参考】高等学校と地域・社会の協働体制とは

〇 持続可能な高校と地域・社会の協働を通して、社会に開かれた教育課程と魅力ある高校づくり・人づくり・地域づくりを
実現していくためには、人の異動等で途切れやすい一時的な個人対個人の関係のみに留まらず、持続的な組織対組
織の関係性を構築するとともに、会議で意見を言うだけの協議体制を越えて、目標を共有し、資源も出しあいながら事
業・活動も行う協働体制を構築・運用していくことが必要である。

学校の支援/教育の充実 持続可能な高校と地域・社会の協働
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地元市町村

小中学校

NPO法人

産業界

高等教育機関

社会教育機関

学校運営協議会
（コミュニティ・スクール）

協働体制（コンソーシアム）

教
育
価
値

地
域
創
生
価
値

人財・財源等の資源をプラス
（⇒ふるさと納税・寄付等の活用推進）

学校が担う必要のない業務をマイナス
（⇒学校働き方改革等の推進）

【基盤体制】コミュニティ・スクール（学校運営協議会）とコンソーシアム（協働体制・協働活動）の一体的・有機的連携

【目標共有】よりよい高校・教育を通じて、よりよい地域・社会をつくるという目標の共有
※よりよい教育と地域創生価値（関係人口・卒業生のつながり創出、Uターン増・地域創生人財の育成・確保等）の好循環の実現等

【足し算】資金・資源の確保（教育投資・予算・人財の確保）
※地域の関係機関等の資源に加え、ふるさと納税・寄付や民間資金等も活用し、必要な資金・人材を確保

【引き算】学校と地域・社会の役割分担（学校業務の適正化・働き方改革）
※学校や教師が必ずしも担う必要のない業務を地域社会・関係機関等で実態に応じた適切な役割分担・連携協働を推進

【参考】高等学校と地域・社会の協働体制の実質化に向けたポイント
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〇 コンソーシアムを活用することで、①教育価値の視点、②働き方改革の視点、③地域創生価値の視点、④資源獲得
の視点、それぞれの視点から具体的に以下のような取組が行いやすくなることが想定される。

〇 コンソーシアムとは別に、既にPTA、卒業生会などの団体が存在する場合もあるが、これらの団体とコンソーシアムとは
その設置目的や性格も異なるため、両立・並存し得るものである。その際には、例えばPTA会長・卒業生会会長など
が会を代表してコンソーシアムにも参画することで、既存の組織とも連携を図っていくことが望ましいと考えられる。

〇 また、PTA・卒業生会の担い手不足が指摘される中では、今後はコンソーシアムがPTA・卒業生会が担っていた役割・
業務を補い・担っていく、という選択肢も考えられる。

①教育価値の視点 ②働き方改革の視点 ③地域創生価値の視点 ④資源獲得の視点

・コーディネーターや地域人
材による探究学習の伴走
・外部講師による特別講義、
地域企業へのインターン
シップ、職場見学等の実
施
・地域留学の実施に向けた
調整、遠隔・通信教育な
どによる教育機会の拡充
に向けた調整
・中高一貫のカリキュラム開
発、高大接続改革の推
進

など

・部活動の地域移行に向
けた調整・支援、部活動
の移行先の受け皿
・放課後や休業日等におけ
る生徒の探究活動に際し
ての引率・立ち会い等の
実施
・登下校時の安全管理、
清掃活動など地域ボラン
ティアとの連絡調整
・進路指導のサポート
・特別な支援が必要な生
徒・家庭へのサポート

など

・コーディネーターの募集・
雇用・育成
・放課後学習センターや寮
の設置・運営
・生徒の全国募集に向け
た企画・広報
・サマーキャンプや短期間
留学事業の企画・運営
・地域におけるホームステイ
先の調整・確保

など

・地元自治体、地元企業、
卒業生会、地元大学等か
らの寄付金、ふるさと納税、
クラウドファンディング等の募
集・受付
・国や自治体、公益財団等
による委託事業の受託、
補助金活用
・生徒による事業・起業の
支援
・ネーミングライツの権利化・
取引に向けた検討
・休眠預金・遊休資産等の
運用・活用に向けた支援

など
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【参考】協働体制による取組の例



〇 高校と地域・社会の関係機関等との連携協働体制を構築し、多様な地域・社会資源を活用した魅力ある高校教育
を推進するために、高校と関係機関等との連携・協働を中核となって推進する専門人材であるコーディネーターの配置
を実現していく必要がある。

学校・教育委員会 地域・企業・関係団体等
（例）

カリキュラム（授業）や

生徒会活動、学校行事

等における地域連携の

調整、企画、教材作成、

実施体制構築等

年間指導計画の策定

支援

（例）

地域人材の発掘や育成、

教育資源の収集・分析等

生徒募集、広報活動、海

外留学等の調整

学校外の学習環境整備

卒業生と学校や地域をつ

なぐ機会の設計・運営等

地域等における
コーディネート機能

学校等における
コーディネート機能

地域の特色を活かした教
育活動が充実し、学校と
地域が連携・協働した教
育活動の継続性につなが
る

地域活性化や地域貢献活動
などの地域活動に関わる生徒
が増え、生徒の学校外での活
動に対しても評価がなされるよ
うになる

教員が授業準備や生徒指
導などにより力を注ぐことが
できるなど負担軽減につな
がる

コーディネーター配置後に
期待される成果例

コーディネーター

【参考】高等学校と地域・社会をつなぐコーディネーターの配置・活用に向けて

「新時代に対応した高等学校改革の推進について」文部科学省2021 19



全国に広がる地域との協働による魅力ある高校づくり（例：コーディネーター）

20

（人）
高校の魅力化・特色化に携わるコーディネーター

主に、公立高校と地域・産業界・大学等との連携協働を推進し、地域・社会に開かれた
教育課程（特に探究的・文理横断的・実践的な学びや職業体験等）や地域留学を推進



20代

20%

30代

42%

40代

19%

50代

9%

60代以上

10%

出所：2023年度 島根県教育委員会による調査

【事例】 島根県におけるコーディネート人材の配置状況

〇 島根県では、2018年度には、コーディネーターを地域おこし協力隊や会計年度任用職員などとして市町村が雇用する
ケースが大半を占めていたが、現在はNPO法人や民間企業に委託するケースも全体人数の半分を占めつつある。

〇 一つの高校にコーディネーター1人の配置というだけではなく、一校に複数人を配置する市町村もあれば、複数の高校
がある市町村ではチームで複数校を担当するケースもある。

▼ 島根県内の高校コーディネーター人数 ▼ 島根県内の高校コーディネーターの年齢構成
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【参考】コーディネーターの有無と高校生の学習環境との関係

出典）島根県「令和3年度 学校と地域の学習環境に関するアンケート調査（高校魅力化評価システム）」より作成

注）島根県の通信制を除く全県立高等学校38校（全日制、定時制を別々にカウント）を対象に実施した高校魅力化評価システム（学校と地域の学習環境に関するアンケート調査）の結果を分析した。グラフは2020年度の学校における取組状況による、2020年度

→2021年度の生徒の肯定的回答の伸びを示している。グラフ中のポイント（pt）は、生徒の肯定的回答のパーセンテージの変化である。 なお、生徒にはIDを付与し、同一生徒の回答の変化を把握しその平均値を算出している。

◆ 「コーディネーター」がいる高校は、いない高校と比較して、生徒の学習環境や学習活動の伸びが大きい。

コーディネーターの有無と高校生の学習環境 コーディネーター（CN）配置×協働体制（コンソ）
構築と学習環境

社会性に関わる学習環境：上位 社会性に関わる学習環境：下位

肯
定
的
回
答
の
割
合
の
変
化

全国都道府県教育長協議会による各都道府県へのアンケー

ト調査の結果によれば、コーディネーターを配置することにより

見込まれる効果・成果として、「学校と地域の関係性が深ま

る」、「学校と地域が連携・協働した教育活動の継続性につ

ながる」、「各地域の特色を活かした教育活動が見られるよ

うになる」との回答が多く挙げられた。

（出典）全国都道府県教育長協議会第２部会「地域と学校の連

携・協働におけるコーディネート機能の強化・充実～今後、求められ

るコーディネーターの在り方～」（平成31年３月）

◆コーディネーターの配置による成果・効果（全国都道府県アンケート調査結果）

〇 コーディネーターがいる高校は、いない高校と比較して、学習環境や学習活動の伸びが大きいこと等も示されている。
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【参考】コーディネーター配置校は非配置校よりも学習活動が充実し子どもの資質能力の伸びが大きい

23

• コーディネーター配置校では、非配置校に比較して学習活動が顕著に高まり、自己認識・行動実
績においても、高1から高3にかけて総じて大幅なプラス成長

【行動実績】【自己認識】

高１から高３での資質面での変化※1

+13.1%

+5.8%

+4.7%
+5.0%

+6.5%

+2.6%

+1.4%

主体性 協働性 探究性 社会性

【学習活動】

※1 学校と地域社会の様々な主体との橋渡し役を担い、生徒が実社会と接しながら学ぶ機会を創出する「コーディネーター」を全国に配置。コーディネーターが配置されている高校をコーディネーター配置校と定義。
     コーディネーター配置校生は2022-24年度の3か年『高校魅力化評価システム』申込校かつコーディネーター配置校である30校の生徒が対象。生徒数は2022年度高1生1,389人・2024年度高3生1,329人（生徒数変動率は-4%）。

非留学校生は2022-24年度の3か年『高校魅力化評価システム』申込校である206校からコーディネーター配置校30校を除いた176校が対象。生徒数は2022年度高1生が23,522人・2024年度高3生21,580人（生徒数変動率は-8%）。
      本資料「分析概要」(P.1)に記載の4要素別に4観点で集計。



◆コーディネーターの必要性（全国都道府県アンケート調査結果）

【参考】 コーディネーターの必要性・今後求められる行政の役割

◆コーディネート機能の強化・充実に向けて今後求められる行政の役割

（出典）全国都道府県教育長協議会第２部会「地域と学校の連携・協働におけるコーディネート機能の強化・充実～今後、求められるコーディネーターの在り方～」（平成31年３月）

〇 コーディネーターの必要性については、４３県がコーディネーターは必要だと回答しており、ほとんどの都道府県で高校と
地域・社会をつなぐコーディネーターの配置の必要性を認識している。また、今後国には、「財政面での支援の充実」や
「制度面の条件整備」等が役割として強く求められている。
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https://www.mext.go.jp/content/20250716-mxt_koukou01-000021137_1.pdfhttps://www.mext.go.jp/content/20200323-mxt_koukou02-100014267_02.pdf

【参考】 コーディネート機能・人財の見える化・明確化に向けて

26
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コーディネート人材の育成・配置に向けて
パターン・ランゲージを活用しコーディネート人材の行動・知見を見える化（評価・育成ツール開発）

パターン・ランゲージ

◆共有しにくい行動等の知見・「コツ」を言語
化したもの

◆成功している事例や経験者にみられる
「パターン」を抽出し、抽象化を経て言語
「ランゲージ」化

（一財）地域・教育魅力化プラットフォーム,クリエイティブシフト（慶応大学井庭研究所） 27



アセスメント

（評価）

パターン

カード（研修）

冊子

（共有）

３つのツール

自分がどれくらいコツを実践で
きているかチェックするアセスメ
ント。組織アセスメントとしても
活用できます。

学校と地域、教員とコーディ
ネーター同士での「対話」の
ワークに活用できる 48枚の

カード。カートを使うことで、互
いの持つ知見を共有しやすく
なります。

それぞれのコツの背景がよ
り詳細に示してあり、自分
自身の振り返りや、ヒント
集として活用できます。

コーディネーター・パターンの活用例

28
28



全国のコーディネーター、教職員、行政職員、議員、NPO・企業等の多様な主体が協働で学ぶ

ICT活用型ハイブリッド学習
※島根大学地域教育魅力化コーディネーター育成プログラム開講

29



30

オンラインを活用した地域教育魅力化コーディネーター育成コース（島根大学）

令和２年度から社会教育主事（士）講習へ

30



本講習（科目横断）で育みたい資質・能力

【基礎基盤的な知識】
①生涯学習の意義と生涯学習社会の構築に関する知識
②社会教育の意義と特性に関する知識
③学校教育に関する知識（「学校と地域の連携・協働の推進に関する知識」を含む）
④家庭教育に関する知識
⑤社会教育に関連する法律・答申に関する知識
⑥社会教育の内容・方法と指導者に関する知識

【地域学習概論】
○生涯学習の理念と施策
○社会教育の意義と展開
○生涯学習社会と家庭・学校・地域
等

【地域教育経営論】
○社会教育行政と地域活性化
○社会教育行政の経営戦略
○学習課題の把握と広報戦略
○社会教育における地域人材の育成
○学習成果の評価と活用の実際
○社会教育を推進する地域ネット
ワークの形成
○社会教育施設の経営戦略 等

【地域教育演習】
○地域課題解決やまちづくり
○地域学校協働活動

講習科目・テーマ（国指針）

⑱マルチステークホルダーとの連携・協働に関する知識・技術
⑲学校・家庭・地域の連携・協働に関する知識・技術
⑳社会教育の手法が有効な領域との連携・協働に関する知識・技術
㉑住民・団体等の組織化支援に関する知識・技術
㉒社会教育主事としてのリーダーシップに関する知識・技術
㉓社会教育を行う者への助言・指導に関する知識・技術

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
能
力

⑦社会教育行政の戦略的・計画的展開に関する知識
⑧社会教育施設経営に関する知識・技術
⑨社会教育の諸計画・施策・事業の企画立案に関する知識・技術
⑩社会教育事業の評価実施に関する知識・技術
⑪社会教育事業の企画提案に関する知識・技術
⑫地域課題の解決に取り組む人材育成に関する知識・技術
⑬学習成果の認証・活用に関する知識・技術

施
策
立
案
能
力

⑭地域課題の把握・分析に関する知識・技術
⑮学習課題や学習要求の把握・分析に関する知識・技術
⑯教育資源の把握・分析に関する知識・技術
⑰広聴・広報に関する知識・技術

把
握
・
分
析
能
力

【地域学習支援論】
○学習支援に関する教育理論
○効果的な学習支援方法
○学習プログラムの編成
○参加型学習の実際とファシリテー
ション技法 等

㉔学習者の特性に関する知識・技術
㉕地域課題の学習課題化に関する知識・技術
㉖学習プログラムの企画立案に関する知識・技術
㉗学習の場の設計・展開に関する知識・技術

学
習
環
境
設
計
能
力

㉘意識・行動変容を促す学習支援に関する知識・技術
㉙ワークショップによる学習支援に関する知識・技術
㉚ファシリテーションの基礎に関する知識・技術

学
習
支
援
能
力

マネジメント
能力

持続可能な価値づくり
経営・管理・戦略

基盤・環境・組織・体制・
仕組みづくりetc.

ファシリテート
能力
学びづくり

参加・参画・促進
プロセス・主体・人づくり

etc.

コーディネート
能力

つながりづくり
連携・協働・調整

ネットワーク・コミュニティ

づくりetc.

国の指針 本講習で育む力
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コーディネート人財・社会教育士の活躍の場

幼・小・中・高
等

主幹教諭
地域学校連携教員

事務職員
実習助手
等

自治会/
地域運営組織/

等

学校教育

社会教育施設

公民館
公民館主事

図書館/
博物館等

司書
学芸員

等

県・市町村教委
（社会教育行政）

行政職員
社会教育主事

等

～多様な主体と連携協働し、学びを通じた、人づくり・つながりづくり・地域づくりの専門人材～

地域づくり

・教員採用/管理職登用での加点
・各学校・行政への配置方針
・県事業を受ける際の条件
・資格取得支援

県・市町村教委
（学校教育行政）

行政職員
指導主事
等

県・市町村首長部局
（地域振興・福祉・産業等）

行政職員
社会福祉主事

等

地域学校協働
人材・組織等
コーディネーター

地域学校協働推進員
部活動指導員
学校運営協議会

PTA
子供会

放課後子供教室
地域未来塾

等

地域・社会教育
人材・組織等

婦人会
老人会
青年団
民生委員

社会福祉協議会
多文化共生マネージャー

等

NPO・企業、各種民間団体等
民間教育機関、ボーイ/ガールスカウト、YMCA/YWCA、スポーツ・文化団体、青年会議所、まちづくり団体等

行
政

公

民

32

社会教育士
本講習の重点

地域学校協働活動に重点化
※特色：地域と高校の協働・魅力化を扱う

（地域教育魅力化コーディネーター講習）



公立高校に関する地財措置の創設・見直し
令和７年2月4日文科省高校参事官付説明資料
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総務省における地域留学・コーディネーターに関する地財措置
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ずっと同じ地域の同じ少数の子どもの集団による

35

関係性の固定化
価値観の同質化
刺激や競争の不足

多文化協働力の不足

広い視野・創造性の欠如

チャレンジ精神の不足

少子化が進む地域の小規模学校の子どもたちの環境の課題

〇 少子化が進む地域の小規模校では、ずっと同じ地域で育った少人数の中で人間関係が固定化し、同世代の多様な
見方・考え方、文化・価値観に触れる機会が少なく、切磋琢磨が起こりにくいという課題がある。



【参考】地域留学による越境機会と多様性ある教育環境の実現

地域みらい留学とは、都道府県の枠を越えて、地方の特色ある高校に入学し、充実した３年間を過ごすこと

生まれた環境は誰も選べない
それでも

学ぶ環境は誰もが選べる社会を

36

「家からの通学圏内」の「偏差値軸」ではなく
「全国各地」から「自分軸」で環境を選ぶ

地域留学により、地方の小規模高校の教育環境の改善及び大都市一極集中の是正を促進
36



全国に広がる地域留学

37

地域みらい留学参画高校数
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地域みらい留学生の推移

218

395

485

541

744

823

946

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

（校）

（人）



昨年6月～8月に行った地域留学説明会は、全3回合計で3,000名以上の中学生及び保護者が参加

地域の公立高校への3年間の留学に興味・関心を持つ親子の増加

● 少ない人の流動性・異質性、閉塞感

● 地域資源・魅力への不感症・漠然
 とした都会への憧れ

×
地方からの若者流出

●リアルな地域・社会体験の欠如

●「いなか・地方」を知らない若者増加

大都市圏への滞留
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【参考】地域留学する生徒は地域への貢献や創り手意識が高い傾向

• 高校魅力化評価システムの調査の結果、地域みらい留学を選択して地域の公立高校へ留学す
る生徒は「将来、地域のために役立ちたい」という意識が全国平均より約12ポイント高く、
さらに同じ学校に通う地元からの進学生と比べても高い

地域みらい留学生と地元進学生と全国平均の比較（2022年度高校1年生）※1

39

将来、自分の住んでいる
地域のために役に立ちたい

という気持ちがある

地域をよりよくするため、
地域における問題に関わりたい

住んでいる地域の文化や
暮らしの価値ある部分を、
自らの手で未来に伝えていき

たい

地域社会の魅力や課題につい
て、自主的にテーマを設定し、
フィールドワーク等を行いな
がら調べ、考える学習活動に
対して熱心に取り組んでいる

将来の国や地域の担い手とし
て、積極的に政策決定に関わ

りたい

※1  地域みらい留学生は、2022-24年度の3か年『高校魅力化評価システム』申込校かつ地域みらい留学校である38校の生徒のうち、出身中学を「高校と違う都道府県にある中学校」と回答した、2022年度高1生221人が対象。
地元進学生は、2022-24年度の3か年『高校魅力化評価システム』申込校かつ地域みらい留学校である38校の生徒のうち、出身中学を「高校と違う都道府県にある中学校」以外と回答した、2022年度高1生1,549人が対象。
全国平均は、 2022-24年度の3か年『高校魅力化評価システム』申込校206校（全34都道府県から回答集計、うち岩手県約30%・島根県約20%・その他都道府県各1-8%）の2022年度高1生24,911人が対象 。

「自己認識」に関する設問を対象に、「地域みらい留学生－全国平均」の肯定回答率差異の大きい上位5項目を抽出。 39
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【参考】地域留学を受け容れる高校は非受け入れ校より主体性・社会性等の伸びが大きい

【学習環境】

地域みらい留学校は非留学校よりも生徒の資質・能力を伸ばす環境が充実し、主体性などの伸びに影響

• 高校魅力化評価システムの調査の結果、地域みらい留学校では学習活動と学習環境において、生徒の資質・能力を示す「主体性」
「協働性」「探究性」「社会性」の全観点で、プラス成長を見せている

• 地域みらい留学校おける高1時点から高3時点までの「自己認識」「行動実績」の変化もプラス成長であり、学習環境が生徒の自己認
識や行動実績に影響を及ぼすことを考慮すると、充実した学習環境が生徒の資質面の伸びにも好影響をもたらした可能性がある

【行動実績】 【自己認識】

高１から高３での資質面での変化（地域みらい留学校生と非留学校生）※1

+5.1%

+5.7%

+5.0%

+6.1%

+4.1%

+1.6%

+4.8%

+2.5%

-5%

0%

5%

10%

主体性 協働性 探究性 社会性

+5.9%
+5.4%

+5.1%

+4.4%
+4.0%

+2.6%
+3.1%

-2.7%

主体性 協働性 探究性 社会性

※1 地域みらい留学校生は、2022-24年度の3か年『高校魅力化評価システム』申込校かつ地域みらい留学校である38校の生徒が対象。生徒数は2022年度高1生1,770人・2024年度高3生1,794人（生徒数変動率は+1%）。
非留学校生は、2022-24年度の3か年『高校魅力化評価システム』申込校である206校から地域みらい留学校38校を除いた168校が対象。生徒数は2022年度高1生が23,141人・2024年度高3生21,115人（生徒数変動率-9%）。

       本資料「分析概要」(P.1)に記載の4要素別に4観点で集計。 40



【参考】地域留学の効果

〇 地域留学の経験者は、「主体性」「社会性」などに強い成長実感。また、地域留学生の割合が高い高校ほど、地元生も

含む社会性・主体性等に関わる行動実績等の伸びも大きい。

〇 地域の関係人口の創出や人口減少の緩和、卒業生の地域への還流等にも波及効果が見られる。

・地域留学経験者の４割が留学先の地域に「将来も関わりたい」（≒関係人口・移住）

・地域留学生の1６%が高校卒業後に留学先の県に進学・就職 ※令和4年度の島根県の県外生の卒業進路

・地域留学が人口減少の緩和及び、高校生世代に加え高校生以外の転出抑制や転入増加を促す効果も示唆されている。

1. 他者と協力する力

2. ものごとに進んで取り組む力

3. 基本的な生活習慣

4. 自分とは異なる意見や価値を尊重する力

5. 色々な考え方の人と接して学びたいという意欲

6. うまくいくか分からないことにも意欲的に取り組む力

7. 問題意識を持ち、聞いたり調べたりする力

8. 自らのキャリアを描き、選択していく力

9. 学習に関する意欲

10. 教科に関する学力

11. 社会における問題に関わりたいという意欲

12. 自分の住んでいる地域に関わりたいという意欲

78.1% 

73.0% 

73.0% 

71.4% 

70.2% 

69.6% 

69.1% 

66.8% 

65.1% 

60.7% 

56.2% 

54.0% 

■ 地域留学による成長

※「伸びた」「まあまあ伸びた」の回答合計

■県外生割合と学習環境の変化

※出典：「2018年 地方留学の推進に関する調査研究報告書」日本財団 ※出典）島根県「令和3年度 学校と地域の学習環境に関するアンケート調査（高校魅力化評価システム）」より作成

出所：令和４年3月10日「高校存続・統廃合が市町村に及ぼす影響の一考察」三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社より 41



【事例】岩手県立西和賀高等学校（西和賀町）の魅力化事例

● 町が県立高校を手厚く支援。地域資源を活用し、

町の補助を受け旅館が空き家を改修し温泉・食実

付きの寮に。

● 地域みらい留学に参画し、入学者数は増加。今春

には 5名（埼玉県2名/千葉県/秋田県/青森県各1

名）が県外入学。志願倍率も1.00を超えた。

● 県外・地元からの入学者の増加が更に見込めるた

め、学級増・定員増を実現。

概要 空き家を改修し寮として活用

入学者等

2021 2022 2023 2024

入学者数 33 35 29 44

県外生徒 - - 2 5

倍率 0.82 0.88 0.75 1.20

地域みらい留学

スタート
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【参考】地域みらい留学生のその後

島根県海士町

神奈川県から隠岐島前高校に地域留学した前田陽汰さん。2019年、
慶應義塾大学へ進学し、新しい葬儀の形を提供する株式会社む
じょうを起業。現在、海士町にも会社を設立。アメリカの経済誌
Forbesが、30歳未満の次世代を牽引する若い才能に光を当てる
アワード「Forbes JAPAN 30UNDER30 2023」に選出

・１期生5名のうち、2名が遊佐町に貢献するべく卒業後も県内

大学に進学。「地域の人と関わり、将来一緒に働きたい」と、県

外から入学し３年間を地域で学んだ結果、地元進学及び将来的な

就職希望に繋がった。

・2023年3月に卒業した「最北れぶん留学」1期生の8名のうち4名

が島内に就職（役場・郵便局・商工会・消防署）

・千葉県出身の地域みらい留学生は、「島に来て前向きな自分に

なれた。その恩返しがしたい」と話す。

出所：北海道新聞「＜礼文 礼文高「最北島」の留学生＞「１期生」半数 残って就職」（2023年11月10日）
出所：山形新聞（2023年2月14日）

北海道礼文町 山形県遊佐町

4
3

・2018年に奥尻高校に進学した浦山さんは、高校卒業後に札幌の

デザイン専門学校に進学し、2023年より奥尻島観光協会に勤務

北海道奥尻町

北海道新聞「協力隊員で奥尻に 浦山さん、元島留学生で初“Ｕターン” 観光協会勤務「魅力
発信を」」（2023年4月26日）

出所：北海道新聞 元島留学生で初“Ｕターン” （2023年4月26日） 43



地方の公立高校における国際教育・グローカル人財の育成に向けて ～地域留学の国際化～

海外との連携でこれから生み出したい学びの環境

今後の展開

地域の

高校

国内
地域外
の

中学校

海外の
日本人
生徒・
日系人
生徒・
日本語
学習生

等

地元の中学校

地域留学

進学

日本留学

地元出身の生徒・全国各地の生徒・
海外経験のある生徒が共に学ぶ、
多様性あふれる環境を実現

世界を視野に地域で学び人づくり

全国各地の生徒世界各地の生徒

コーディネーター

〇 在外教育施設（日本人学校・補習校）で学ぶ子ども、日系人等の日本にルーツのある海外の意欲・能
力・日本語力のある生徒の地域留学により、「地元出身の生徒」 × 「全国各地の生徒」 × 「世界各国
の生徒」 が交わり学びあえる、多様性あふれる魅力ある環境を実現し、地方においてもグローカルな教育
機会をつくり、国際社会のなかでたくましく生きる力を備えた人づくりを実現していきたい。

〇 少子化が進む地域の小規模校では、ずっと同じ地
域で育った少人数の中で人間関係が固定化し、同
世代の多様な見方・考え方、文化・価値観に触れる
機会が少なく、切磋琢磨が起こりにくいという課題。

現状の課題

地域の

高校

地元の中学校

進学
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2040 年の未来へ繋ぐ持続可能な地域・高校の在り方（イメージ）

オンラインプラットフォーム

・オンライン・遠隔・通信を活用した多様な教育機会（配信センター機能）
・全国の大学等の多様なロールモデル・専門人材等の出会い（バンク機能）等

企業・大学等／社会人・卒業生等

学校間ネットワーク海外の学校 都市部の高校

中学
校

産業
界

自治
体

NPO福祉
機関

社会
教育

中学
校

産業
界

自治
体

NPO福祉
機関

社会
教育

中学
校

産業
界

自治
体

NPO福祉
機関

社会
教育

コーディネート人材と地域との協働体制
により、地域・社会資源（人・物・金な
ど）を獲得し、魅力・特色ある教育環境
を実現。

多様な文化・価値観を有する他者と
関わり協働する機会が少ない。

越境・交流の活用地域・社会資源の活用 デジタル・ICTの活用

目指す
姿

教職員数が少なく、多様な科目、習
熟度別指導、部活動等の実施に限界。

オンライン・遠隔・通信教育の活用によ
り、多様な科目の提供や専門性の高い
指導・習熟度別学習・部活動等を実現。

目指す
姿

目指す
姿

異なる文化・価値観を有する生徒と学
びあう機会や、異なる環境に身を置く異
文化・越境体験の機会を保障。

現状
課題

現状
課題

現状
課題

小さな学校の少ない資源での閉じた
教育活動の限界。

海外の中学生
（在外教育施設・日本語学習生徒等）

意志ある進学

地元の中学生 都市部の中学生

意志ある
進路実現

意志ある
社会資源

中学

高校

高校
以降

〇 一つの学校の中だけで抱え込もうとする「自前主義」を越え、地域や他校等とつながり、多様な教育資源を個別最適・協働的に活用
できる「社会とつながる教育環境」を実現していく必要がある。特に、小規模校の課題を越えるための①地域協働による社会資源の活
用、②越境・交流機会の活用、③オンライン・ICTによる遠隔・通信教育の活用の3点を、重点的に推し進めていくことが重要である。
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①地域で、デジタルや先端技術も活用し、地域と他地域・都会・海外をつなぎ、課題解決や価値共創に取り組む
若者たちや、②都会・海外・他地域にいながら地域の課題解決や事業・活動等に多様な形で関わる若者たち、
③地域で暮らし、リモートワーク・多拠点居住・兼業複業等で他地域・日本や世界の仕事や活動・学習をしている
若者たち等にあふれる持続可能で魅力ある地域になっていっている。

デジタル・オンライン・テクノロジーの活用

関 係 人 口
（地域内にルーツがある者、行き来する者（風の人）、何らかの関わりがある者（過去の留学・滞在・居住等）など）

地域間ネットワーク海外 都市部

中学
校

産業
界

自治
体

NPO福祉
機関

社会
教育

中学
校

産業
界

自治
体

NPO福祉
機関

社会
教育

中学
校

産業
界

自治
体

NPO福祉
機関

社会
教育

分野の垣根を越えて多様な主体が協働し、
地域資源をフル活用していくことで地域の
課題を解決。

地域人材は自己の定住地域のみに関
与。多様な意見・価値観に触れる機
会が減り、価値観が固定化。

越境・交流の活用地域・社会資源の活用 デジタル・ICTの活用

目指す
姿

場所的・時間的制約のもとで関係人
口との関わりが希薄。地域人材が減少
する中でサービスにも限界。

デジタルの徹底活用により、場所的・時
間的制約を越え、リアルの地域空間の質
的な向上を図る。

目指す
姿

目指す
姿

地域に住みながらも、別の地域や都市
部・海外にも行き来し、多様な意見・価
値観に触れながら、多様な暮らし方・働
き方を選択可能。

現状
課題

現状
課題

現状
課題

交通、医療・福祉・介護、教育等の分
野ごとに活動を行い、縦割りの発想を
打破しきれない。

海外にいる者

意志ある若者

地方にいる者 都市部にいる者

【目指したい姿】魅力ある高校づくりを通した地域・若者の姿
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